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要旨 
改訂保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育･保育要領が平成 29
（2017）年 3 月に告示され、いずれも平成 30（2018）年 4 月に施行された。3 つの指針･要
領が同時に告示･施行されたのは今回が初めてである。本稿では同時告示･施行に至った背
景にはどのような経緯があったのか、今後何を期待するのか、探ることを目的とする。 
 本稿の全体構成は以下の通りである。第 1 章で保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保
連携型認定こども園教育･保育要領について近年の改訂の経緯を概括する。第 2 章で主な
改訂のポイントとして「共通化」「カリキュラム･マネジメント」「3 歳未満児保育の充実」
の 3 点について述べる。第 3 章では指針･要領の改訂等がこれからの幼児教育の方向性に
何を期待するのか検討する。その視点を「一層の幼児教育･保育の充実」「小学校教育との
連携･接続」「地域と共にある学校･園」「子育て支援への取組」とした。 
 
キーワード 
改訂の経緯，改訂のポイント，これからの幼児教育 
 
１． 保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育･保育要領改訂の経
緯について 
1.1 保育所保育指針 
 昭和 40（1965）年、平成 2（1990）年、平成 11（1999）年の保育所保育指針はいずれも
厚生省児童家庭局長（当時）による「通知」としてきた。3 歳以上の子どもの教育は幼稚園
教育要領に準じるとする考えも示してきた。従って保育所保育指針の改訂は幼稚園教育要
領の改訂 1 年後に行われてきた。平成 20（2008）年 3 月、初めて幼稚園教育要領の改訂に
合わせて「同時」に示し、大臣（厚生労働）による「告示」とした。法令に準じるものと
して小学校等の学習指導要領や幼稚園教育要領と同じ扱いになった。併せて保育所保育指
針はすべての保育所が遵守すべき最低基準としての位置づけも行った。 
 平成 29（2017）年 3 月告示、平成 30（2018）年 4 月施行の保育所保育指針は、後に述べ
るように 3 歳以上の子どもの教育においては幼児期に培うべき資質･能力の考え方や幼児
                                                   
1 こども教育学部こども教育学科  
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教育の内容を幼稚園教育、幼保連携型認定こども園の教育･保育と「共通化」させたところ
に特徴がある。 
 
1.2 幼稚園教育要領 
 幼稚園教育要領は幼稚園教育の基本を示すものとして昭和 31（1956）年、昭和 39（1964）
年、平成元（1989）年、平成 10（1998）年、平成 20（2008）年に告示･実施してきた。こ
の間、平成元年の改訂では、それまで「健康」「社会」「自然」「言語」「音楽リズム」
「絵画製作」であった 6 領域を「健康」「人間関係」「環境」「言葉」｢表現｣の 5 領域に
改組すると共に「環境を通して行う教育」の考え方を示し、幼児の主体的な生活、遊びを
通した総合的な指導の必要性を示した。また、平成 10 年の改訂では「子育て支援」、「教
育課程に係る教育時間の終了後に希望する者を対象に行う教育活動（預かり保育）」への
取組を示し、保護者支援･子育て支援･保育時間の延長を求めるなど、保育所保育と同様の
役割を果たすことを求めた。 
 平成 29（2017）年 3 月告示、平成 30（2018）年 4 月施行の幼稚園教育要領はそれまでの
内容と大きく変更はないものの、新たな内容若しくは重視したい内容として保育所保育指
針、幼保連携型認定こども園教育･保育要領とも連動させて、以下を示した(一部記載）。 
安全の構えを身につけ、緊急時に適切な行動を取る(健康）、自分のよさや特徴に気づく
(人間関係)、伝統的な行事、国歌、わらべ歌、伝承遊びに親しむ(環境）、言葉遊びなどを
通して言葉が豊かになるようにする(言葉）、風の音や雨の音、草や花の形や色などに気づ
く(表現）などである。 
 
1.3 幼保連携型認定こども園教育･保育要領 
 「認定こども園」は保護者の就労状況とは関係なくどのような子どもも入園可能な学校
教育と保育機能を併せもった新たな施設である。そこでは地域における子育て支援も担う
ことが義務付けられている。 
認定こども園は「就学前の子どもに関する教育･保育等の総合的な提供の推進に関する
法律」の施行に伴い、平成 18（2006）年 10 月に発足した。平成 19（2007）年は 94 園であ
ったが、平成 26（2014）年には 1,360 園になった。当初（平成 18～26 年まで）認定こど
も園は、合築施設もしくは隣接施設の場合、保･幼の施設共用、合同保育、保･幼職員の兼
任などが認められるものの、保育所･幼稚園の両制度下に置かれていたため、書類作成、助
成金申請等の実務が煩雑であった。 
平成 27（2015）年 4 月には子ども･子育て支援制度の本格実施に伴い、上記法律の大幅
な改定が行われ新たな制度の｢認定こども園｣が誕生した。平成 30（2018）年 4 月現在 6,160
園を数える。うち 71.5％は幼保連携型認定こども園である。平成 29（2017）年度の保育所
総数は約 2 万 2 千（認定こども園等を含んで 27,301）、平成 30（2018）年の幼稚園は 10,474
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園であり、認定こども園は 15.9％を占めるまでになった。今後も保･幼からの移行は進む
と考えられる。 
平成 26（2014）年 4 月、初めてとなる「幼保連携型認定こども園教育･保育要領」が内
閣府、文部科学省、厚生労働省連名で告示された。内容は幼稚園教育要領、保育所保育指
針を踏まえたものであった。これも、新たな保育所保育指針･幼稚園教育要領の改訂と連動
させて改訂を行い、平成 29（2017）年 3 月告示、平成 30（2018）年 4 月施行した。 
以上、近年において概ね 10 年ごとに保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携型認定
こども園教育･保育要領の改訂が行われた。これを図示すると以下の通りである（図１）。 
 (図 1) 保育所保育指針、幼稚園教育要領、認定こども園要領の実施･改訂過程 
 
２． 保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育･保育要領の「共通
化」について 
2.1 幼児教育の 5 領域のねらい、内容、内容の取り扱い 
 平成 29 年 3 月に告示された保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども
園教育･保育要領における 3 歳以上児の幼児教育に係る「領域」、｢内容｣、「内容の取り扱
い」等は「共通化」した。異なる部分は保育士等（先生、保育教諭等）、保育所（幼稚園、
幼保連携型認定こども園）、子ども（幼児、園児）の表記であり、内容面では“完全一致”
と考えることができる。 
 ここに至って、就学前教育の共通教育課程が完成したと言っても過言ではない。今後見
込まれる幼児教育の無償化計画（平成 31 年 10 月もしくは 32 年 4 月実施）、引き続き検討
事項となる 5 歳児義務教育化への布石となる状況を作りだした。 
 
2.2 幼児教育を行う施設として共有すべき事項について 
 保育所、幼稚園、認定こども園は「幼児教育を行う施設」として幼児期に「育みたい資
質･能力」及び「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を共通に示した。 
 「育みたい資質･能力」は①知識及び技能の基礎、②思考力･判断力･表現力等の基礎、③
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学びに向かう力･人間性等、であり（図２）、一般に 3 つの柱という。これは就学前教育の
“横の柱”でもあるが、小･中･高校を通しての“縦の柱”にもなっている。 
  
（図２） 育みたい資質･能力  
日本の教育の 3 つの柱が明確に示され、就学前教育においても保育所･幼稚園･こども園
共通にその基礎を培うことが期待された。 
また、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」として①健康な心と体、②自立心、③
協同性、④道徳性･規範意識の芽生え、⑤社会生活との関わり、⑥思考力の芽生え、⑦自然
との関わり･生命尊重、⑧数量や図形、標識や文字などへの関心･感覚、⑨言葉による伝え
合い、⑩豊かな感性と表現、を保育所･幼稚園･こども園共通に示した。いわゆる｢10 の姿｣
であり、どこの就学前施設にいても同じように小学校へ入学するまでに育つことを期待す
る姿として掲げた（図３）。  
 
 
 
 
 
 
（図３） 幼児期の終わりまでに育ってほしい姿  
この「10 の姿」は就学前教育と小学校教育が円滑な連続を図るうえで就学前施設と小学
校が共有すべき事項として保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教
育･保育要領に示すと同時に小学校学習指導要領においても「幼児期の終わりまでに育っ
てほしい姿を踏まえた指導を工夫することにより」「各教科等における学習に接続される
よう」にすることを求めている。  
 
2.3 カリキュラム･マネジメント 
 今回の改訂では「教育課程に基づき組織的かつ計画的に各幼稚園の教育活動の質の向上
を図っていくこと（カリキュラム･マネジメント）に努めるものとする」と求めた（幼稚園
教育要領）。これは保育所、幼保連携型認定こども園においても同じで、全体的な計画に
基づき組織的かつ計画的に教育及び保育活動の質の向上を図るとしている。具体的には、
子ども理解に基づいて教育･保育の計画を立て、多様な援助･支援を行い、その後は評価･反
省を行うと共に、改善･向上につなげるという過程を着実に行うことを求める（図４）。  
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従来保育所においても教育的営みが行わ
れてきているが、今回の改訂では指導計
画に基づいて行う「幼児教育の計画的･系
統的な実施」と「自己評価及び保育実践の
振り返り」や「保育の改善」等を通して「専
門性の向上及び保育の質の向上」をめざ
す必要性を述べ、就学前施設における教
育の充実のための具体的な方法を示した
ところに特徴がある。 
                   （図４）カリキュラム･マネジメントの構造  
2.4 ３歳未満児保育の充実 
 この点については、主に保育所及び認定こども園に該当する。平成 20（2008）年告示の
保育所保育指針では 3 歳未満児にお
いては明確な保育･教育のねらい･内
容を示すことなく、いわゆる 5 領域
の内容の中で、低年齢向けに数項目
を表記したに過ぎなかった。今回乳
児（0 歳児）の「３視点」と 1･2 歳
児独自の「５領域」、および「内容」、   （図５）乳児（0 歳児）保育の視点         
「内容の取り扱い」等を示して、記述を明確にした。  
乳児においては身体的発達に関する視点として「健やかに伸び伸びと育つ」、社会的発
達に関する視点として「身近な人と気持ちが通じ合う」、精神的発達に関する視点として
「身近なものと関わり感性が育つ」、を新たに定めた（図５）。それぞれの視点に、「ね
らい 3 項目」「内容 5 項目」「内容の取り扱い 2 項目」をあげて乳児（0 歳児）保育の充
実を求めている。       
1･2 歳児における保育のね
らい･内容･内容の取り扱い
も新たに示した。3 歳以上児
につながる 5 領域（図６）の
視点で 1 歳以上 3 歳未満児の      （図６）1･2 歳児保育の領域  
独自のねらいと内容、内容の取り扱いを掲げた。各領域「ねらい 3 項目」、「内容 6～7 項
目」、「内容の取り扱い 3～4 項目」となっている。 
3 歳未満児の保育に係る記述が詳細になったのは、低年齢児保育において信頼感、自己
肯定感等を培うなど非認知的な心の動きを支えることが人としての育ちに大きく影響する
という近年の研究成果を踏まえた考えが一般化したことにもよると思われる（註 1）。 
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また、3 歳未満児の保育需要の高まりも背景にある。0 歳児において保育所等利用率が
2006 年 8.7％であったものが、2016 年に 15.8％になっている。1･2 歳児は 2006 年の利用
率が 28.9％であったものが、2016 年に 46.6％となっている。  
併せて、少子化の克服をめざし、安心して子どもを生み育てることのできる社会づくり、
女性の活躍する社会づくりにもつながる視点である。  
今回の改訂では 3 歳未満児保育重視の視点が改めて強調された。  
 
３． これからの幼児教育の方向性   
3.1 一層の幼児教育･保育の充実 
 3 歳以上児における就学前教育の“教育課程”を「共通化」させたことにより、保･幼･こ
ども園における就学前教育体制は整った。また先に述べたカリキュラム･マネジメントの
着実な実施においては、計画的な保育、一人一人の子どもの発達を支えるきめ細やかで多
様な援助のあり方、振り返り･改善の大切さを強調し、日々の教育･保育の充実を求めた。 
 文部科学省においては平成 28（2016）年度から 3 年の計画で全国 25 自治体において「幼
児教育の推進体制構築事業」を実施し、「幼児教育センターの設置」や幼･保･こども園等
を巡回して助言を行う「幼児教育アドバイザーの育成配置」を奨励する。三重県では名張
市教育委員会が委託を受けて、上記事業に加え「幼児教育の質の向上を図る」ための調査
研究を行っている。文部科学省はこれらの事業を 31 年度から全国的に展開することにし
ている。このことの意味するところは、①一層幼児教育の充実を図り、②小学校教育との
確かな接続を行い、消費税 10％への移行を財源とし③3 歳以上児における幼児教育の無償
化実施、その後に④5 歳児の義務教育化へとつなげる考えのあることが予測できる。 
 ここで具体的な取組が求められるのは、「研修の充実」と「小学校教育との連携･接続の
問題」である。後者については次項で述べる。 
 従来幼稚園教諭については法定研修として初年次、11 年次研修が、また教員免許状更新
講習等が行われ、研修体制を整えてきた。 
保育士対象の研修については各園･保育所関係団体･各自治体に委ねられてきた。平成 27
（2015）年の子ども･子育て支援事業のスタートと同時に一層保育士等を対象とした研修
が充実･進展するようになった。三重県では「新任保育士元気アップ研修」が平成 27（2015）
年から実施され、平成 30（2018）年からは中堅保育士を対象とした「キャリアパス研修」
が計画されている。処遇改善、定着促進、専門性の向上をめざすものである。 
 研修の新たな動きとして保･幼･こども園合同研修が増加し始めた。三重県総合教育セン
ターが行う研修でも乳幼児研修として広く参加を求めるようになった。また、四日市市、
鈴鹿市、名張市等においても（実施回数は限定的だが）保･幼合同研修が増加傾向にある。
一部に私立も含めて行っている。今後、公私立保･幼･こども園の保育者が幼児教育･保育を
総合的に学び、実践の充実につながることが期待できる。 
332
鈴鹿大学・鈴鹿大学短期大学部紀要 
人文科学・社会科学編 第 2号 2019 
田口  鉄久，保育所保育指針、幼稚園教育要領等の改訂から読み取るこれからの幼児教育の方向性 
3.2 小学校教育との連携･接続 
 就学前教育と小学校教育との連携･接続は長く続く課題ではあるが、今回の改定に至っ
てますます重視される課題になった。 
 保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育･保育要領では、以下の
ように共通した記述になっている。「幼稚園教育（保育所保育、幼保連携型認定こども園
の教育･保育）において育まれた資質･能力を踏まえ、小学校教育が円滑に行われるよう、
小学校教師との意見交換や合同の研究の機会を設け、『幼児期の終わりまでに育って欲し
い姿』を共有するなど連携を図り、幼稚園教育（保育所保育、幼保連携型認定こども園の
教育･保育）と小学校教育との円滑な接続を図るように努めること。」 
 さらに幼稚園教育要領には以下の記述がある。「①地域や幼稚園の実態等により、幼稚
園間に加え、保育所、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援
学校などとの間の連携や交流を図る。②幼稚園教育と小学校教育の円滑な接続のため、幼
稚園の幼児と小学校の児童との交流の機会を積極的に設けるようにするものとする。③障
害のある幼児･児童･生徒との交流及び共同学習の機会を設け、共に尊重し合いながら協働
していく態度を育む。」（番号筆者加筆） 
 また、保育所保育指針では以下の記述がある。「①保育所においては、保育所保育が、
小学校移行の生活や学習の基盤の育成につながることに配慮し、幼児期にふさわしい生活
を通じて、創造的な思考や主体的な生活態度などの基礎を培うようにすること。②子ども
に関する情報共有に関して、保育所に入所している子どもの就学に際し、子どもの育ちを
支えるための資料が保育所から小学校へ送付されるようにすること。」（同上） 
 幼保連携型認定こども園教育･保育要領では上記幼･保の両内容を概ね踏まえた記述にな
っている。 
 指針･要領で求める「連携･接続の内容」は多岐にわたる。その内容を整理し構造化する
と以下のようになる。連携は大きく分けて交流と接続に区分できる。交流には学校･園レベ
ルの交流、子ども相互の交流、保育者･教員の交流を通した協働がある。接続は連続と解し
てもよい。接続には生活
の接続、教育の方法と内
容の接続、育ちをつなぐ
個の接続がある（図７）。                     
 それぞれに、具体的な
実践･取組が行われてい
るがここでは言及しな
い。また、実施に当たって
の基本とすべき事項、          （図７）連携の構造 
連携からの期待、今後へ向けての具体策等についても別途の機会に論及する。  
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 ところで小学校側における「新」学習指導要領においても、以下のように就学前教育と
の連携･接続を意識した記述になっている。「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を踏ま
えた指導を工夫することにより、幼稚園教育要領等に基づく幼児期の教育を通して育まれ
た資質･能力を踏まえて教育活動を実施し、児童が主体的に自己を発揮しながら学びに向
かうことが可能となるようにする。」「小学校入学当初においては、幼児期において自発
的な活動としての遊びを通して育まれてきたことが、各教科等における学習に円滑に接続
されるよう、生活科を中心に、合科的･関連的な指導や弾力的な時間割の設定など、指導の
工夫や指導計画の作成を行うこと」とした。 
 幼･保･こども園の教育･保育と、それを受け継ぐ小学校教育としての配慮や取組が、今回
の「保･幼･こども園」「小学校」の指針･要領で明確に示されたことになる。 
 それを受けるような形で、三重県教育委員会は接続期への取組の事業を展開している。
平成 28（2016）年から｢接続カリキュラム｣の検討を始め、平成 30（2018）年 4 月、県内す
べての公立･私立の幼･保･こども園と小学校に“円滑な接続のための手引き”「まなびをつ
なぎ ゆめをはぐくむ」(冊子）を配布した。三重県教育員会が示す「接続期に育みたい子
どもの姿」は「自立の芽生え」「学ぶ力」「豊かな心」の 3 分野であり、それぞれに下位
項目として 3～4 項目を設定した。具体的な取組内容は概略以下の通りである。 
 ポイント１：幼児教育と小学校教育の違いを理解する。 
 ポイント２：｢接続期に育みたい子どもの姿｣を設定･共有する。 
 ポイント３：円滑な接続を意識してカリキュラムを作成する。 
 ポイント４：カリキュラムをもとに保育･教育活動、幼児･児童の交流を進めるとともに、
カリキュラムの見直し･引継ぎを行う。 
 平成 30（2018）年度は｢三重県幼児教育推進事業｣として上記カリキュラムの実践･検証
につながる取組を県内 4 自治体（4 園）へ委託している。その一つの自治体である東員町
においては「笹尾東幼稚園・笹尾第二保育園」（合築一体化保育実施施設）が委託を受け
『やり抜く力と生活習慣と接続期の課題』に取組み、実践に基づいた研修を重ね、実践成
果報告等を年度末にまとめる。 “みえの学力向上県民運動”（28.8）や“みえ家庭教育応
援プラン”（29.3）における「生活習慣の確立」への取組との関連性を踏まえ、東員町の
教育基本方針における 3 つの提言のうちの一つである「やりぬく力の育成」を意識して、
上記テーマを設定した。 
別途名張市においては平成 27（2015）年、文部科学省の委託を受け「幼児教育の推進体
制構築事業」に取組んでいる。その一環として「しっかりつなぐ育ちのバトンカリキュラ
ム」の編成を行い、平成 30（2018）年度を目途に実践検討を行っている。その特徴は就学
前 5 歳児 1 年間、小学校 1 年生 1 年間を接続期としたこと、学びの芽（学びの土台となる
力）として 6 項目「ことば、かず、からだ、しぜん、やくそく、つながり」を抽出し、重
点カテゴリとしたこと、幼児教育の内容としての上記 6 項目は小学校教科「国語、算数、 
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 体育、生活、道徳、特活･生活･外国語」の内容につながるとしたことである（図８）。 
   （図８） 名張市における接続期カリキュラムのイメージ 
名張市の接続カリキュラムは、三重県教育委員会が示した全体的・包括的な内容のカリ
キュラムとは異なり、具体的な内容(重点内容）を示し、小学校教科とつなげたところに特
徴がある。主な特徴は以下の通りである。 
現行の「試行版カリキュラム」は“検証”を経て｢名張市しっかりつなぐ育ちのバトンカ
リキュラム」 になる。そのため、平成 29 年度は名張幼稚園、桔梗南幼稚園、錦生保育所
でそれぞれテーマを絞り、幼児の“学びの芽” を抽出し、重点内容との関連性を検討した。
成果は「実践事例集」として公表された。さらに平成 30 年度は協力の実践検討園を増やし
事例(エピソード）記録とその検討を通して“検証”を行い｢名張市しっかりつなぐ育ちの  
バトンカリキュラム」の完成をめざしている。 
以上のように、小学校教育との連携･接続の課題は重視され、それぞれの地域で実践する
ことに強い期待が寄せられている。 
 
3.3 地域と共にある園になるために 
 中央教育審議会は平成27（2015）年12月に、学校教育において「地域とともにある学校
への転換」「子どもも大人も学び合い育ち合う教育体制の構築」「学校を核とした地域づ
くりの推進」を目ざすことを求めた。学校教育は地域の人材や資源を活用した教育を行う
ことによって、子どもの育ちが豊かになるとともに、地域に親しみをもつ子どもに育つこ
とを期待した。少子･高齢化･人口減少、産業の衰退、核家族化の進展と希薄化する地域連
帯･･･この動きを食い止め、地域を活性化させるための取組でもある。 
これらは学校教育の分野での取組として示されているものであるが、当然ながら幼児
教育･保育においても同じ考え方が成り立つ。 
保育所保育指針、幼稚園教育要領等では「人間関係｣の領域で、高齢者をはじめ地域の
人々に親しみをもつことを記している。また「環境」の領域では、地域の自然とふれ合う
こと、地域の人々が取組む産業や祭り･行事などの営みにふれる機会をもつこと、公共施
設等を訪問し、文化や伝統を通して豊かな体験をもつことなどを示している。地域資源を
保育内容化することによって子どもの育ちを豊かにする考え方である（図９）。 
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園は子ども･保護者のためのも
のであるが、一方では地域のもの
でもある。地域に支えられて園が
存在することを考えて、日々の保
育に「地域の資源」を活用するこ
とを検討する必要がある。         （図９）地域資源の活用 
「地域の資源」は自然･野山･特産品･産業･文化･歴史･行事･祭り等であり、何より地域の
人々である。地域には様々な特技をもっている人がいる。子どもに優しく関わる人がいる。
地域の人々の協力と理解を得て新たな保育を創造する工夫をすることが求められる。それ
は地域の人々の喜びにもつながる。そのために保育者はもっと地域のことを知らなくては
ならない。 
 この点も小･中学校が C･S（コミュニティ･スクール）化する中で、今後就学前教育･保育
に求められる課題になる。 
 
3.4 地域の子育て支援への取組 
 保育所保育指針の第 4 章に「子育て支援」がある。そこでは、1.保育所における子育て
支援に関する基本的な考えを示した上で、2．保育所を利用している保護者に対する子育て
支援を求め、さらに 3．地域の保護者等に対する子育て支援を求める。 
 子育て支援への取組が必須となっている幼保連携型認定こども園教育･保育要領でも同
様の内容を求めている。 
 幼稚園教育要領でも、第 3 章
「教育課程に係る教育時間終
了後等に行う教育活動など」
の中で、「子育て支援のために
保護者や地域の人々に機能や
施設を開放して（中略）幼児期
の教育に関する相談に応じた
り、情報を提供したり幼児と
保護者との登園を受け入れた
り、保護者同士の交流の機会      （図 10）園の役割としての子育て支援 
を提供したりするなど（中略）地域の幼児の教育のセンターとしての役割を果たす」と述
べる。 
 保育所、幼稚園、認定こども園は子どもの健やかな育ちを願って充実した保育を行うこ
とが本質的な役割ではあるが、近年は更なる役割が求められるようになった。保護者支援、
子育て支援である。園に在籍する乳幼児の保護者を支えることはもちろん、地域の小さな
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子どもとその保護者を支えることも求められるようになった（図 10）。地域に支えられ、
期待される園になるためにも「地域の子育てセンター」になる必要がある。 
 
註 1． 
遠藤利彦（東京大学大学院教授）は三重県保育士協会秋季研修会（2017.11.25）で「ア
タッチメントと子どもの育ち」の講演を行い、「子どもに対する教育投資効果は、乳
幼児期への投資が最も効果的である」としたジェームズ･ヘックマンの研究を取り上
げ、乳児期に「安心の輪」を大きくすることが後の育ちへの土台をつくる上で重要で
あることを語った。 
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